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#16-16 

【８月１６日～３１日】 

〔モルドバの報道をもとに作成〕 

平成２８年９月１３日 

在モルドバ大使館 
 

【主な出来事】 

●２４日，ルーマニアは６千万ユーロの対モルドバ財政支援を拠出。２５～２６日，チョロシュ首相が来訪。 

●２７日，モルドバ独立記念日。 

●各党は，１０月３０日の大統領選挙に向けた候補を決定。 

 

１．内政 

▼２７日，モルドバ独立記念日祝賀行事。 

・独立２５周年を記念するもの。ティモフティ大統領は，モル

ドバは数多くの挑戦を乗り越えてきたが，外国軍隊が国民の

意思に反して国内に駐留する現状において市民は未だ安

全ではない，モルドバはそのあるべき欧州の一員に近づい

ており，それがモルドバの独立と繁栄の保証であるとした。 

・祝賀行事の会場においては，「尊厳と真実」プラットフォー

ム及び「我らの党」の主導により，プラホトニュク氏に対する

抗議デモが行われた。警察隊が催涙ガスを用いるなど一時

緊張状態となった。ドドン社会党党首は本件デモを批判。 

大統領選に向けた動き 

▼各党の大統領候補。 

・８月３１日までに発表された主な政党の大統領候補は以下

の通り。なお共産党は同選挙をボイコットする意向。 

－民主党：ルプ党首。 

－自由党：ギンプ党首。 

－欧州人民党：レアンカ党首。 

－社会党：ドドン党首。 

－「尊厳と真実」党（ＤＡ）：ナスタッセ党首。 

－「行動と連帯」党（ＰＡＳ）：サンドゥ党首。 

－「我らの党」：チュバシェンコ「パノラマ」誌編集長。 

・１１日，パドゥラル大統領府事務局長は，ティモフティ大統

領の出馬の可能性を否定。 

大 統 領 

▼３１日，ティモフティ大統領は議会に対し，モルドバ

憲法上の国語の名称を現在の「モルドバ語」から「ルー

マニア語」に変更するよう要請。 

・また，「我々は自身をモルドバ人と呼ぶものの，民族的に

はルーマニア人である」と述べた。 

政 府 

▼フィリプ首相寄稿。（１６日，米政治紙”the Hill”） 

・「来る大統領選挙は親欧州派と親露派が競う構図となる中，

モルドバ不安定化や政府の信用失墜，ロシアに有利な選挙

戦につながるプロパガンダを受け入れないよう」呼びかけ。 

議 会 

▼中央選管による政党助成金。（１８日） 

・各党助成額は，２０１４年議会選の得票数１票につき１．１１

レイ，及び２０１５年地方選の得票数１票につき０．４７レイで

計算。総額は４０百万レイで，無所属候補への支給はなし。 

１０億ドル不正銀行送金事件関連 

▼フィラト元首相の動向。 

・１１日，同元首相に対する判決文の一部が明らかに。右に

よると，検察側は同元首相がショール氏から７９８百万レイ（４

０百万ドル）相当の金品を受領，その見返りに Banca de 

Economii の追加株式発行を政府の関与なしに行ったほか，

ショール氏所有の企業を保護したと主張。弁護側は，同元

首相は１０億ドル不正銀行送金事件には関与していないとし

て，Banca de Economii の追加株式発行に賛成は表明したが，

最終決定を行う立場にはなかったと主張していた。 

▼プラトン氏の動向。 

・２９日，逮捕されたウクライナからモルドバへ移送。プラトン

氏は，不正送金された１０億ドルについて「全てプラホトニュ

クが盗んだ」と主張すると共に，ウクライナ市民権を取得した

同氏をモルドバに移送したことは政治的決定であると批判。 

２．外政 

▼１８日，駐モルドバ・ウクライナ大使発言。 

・二国間の優先課題は国境画定と経済協力活性化であり，

そのためにはＥＵ連合協定の実施やインフラ改善（ウングリ，

ソロカのドニエストル川架橋）や税関簡素化が必要と言及。 

▼２２～２３日，ガルブル外相のトルコ訪問。 

・大統領，国会議長，首相，TIKA 長官らと会談。政治協力，

投資，地域安全保障等につき協議。 

▼２５～２６日，ルーマニア・チョロシュ首相の来訪。 

・総額１．５億ユーロ財政支援の第１トランシュ６千万ユーロ

の拠出（２４日）に合わせてのもの。 

・チョロシュ首相は，ルーマニアが今後もモルドバの最良の

支援者であり，かつＥＵ加盟の擁護者であると述べ，モルド

バ政府による最近の改革の進展を評価。２４日にハン EU 委

員と会談したとして，EU が対モルドバ財政支援の解禁を検

討中である旨紹介。更に，ルーマニアは２０１６年に７５０万ド

ルの無償支援を実施中である旨述べた。 

▼２８日，ペティ駐モルドバ米国大使の発言。 

・米国はモルドバ独立当初からモルドバの欧州志向･民主化

を支援しており，１４億ドル以上の支援を行った，「どの政府

が政権に就くかに拘わらず」今後も支援を継続すると発言。 

・モルドバの発展は欧州統合への道であるが，ロシアとのバ

ランスも重要であり，中立国家の地位も維持すべきとした。 

・ルーマニアとの統合について，モルドバはその主権と独

立を維持すべきであり，ＥＵ加盟その他の理由でルーマニ
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アと統合することは現実的な選択ではないとした。その際，

同大使が「モルドバはルーマニアではない」と述べたことに

つき，ギンプ自由党党首，ストゥルザ元首相，バセスク元ル

ーマニア大統領，ルーマニア統合支持者らが批判。 

▼露国家院選（９月）に係るモルドバの在外投票者数

は２０万人に。 

・うち１８万人はトランスニストリア在住で，同域内には２２投

票所が開設される。 

３．経済 

▼上半期ロシア産ガス輸入量の減少。（１６日報道） 

・２０１６年上半期の輸入量は対前年同期比５．８％減の５４５．

７百万㎥。単価の下落により，金額ベースでは２７．１％減。 

▼１９日，経済省は２０１６年の経済予測を修正。 

・予想経済成長率を１％から２％に上方修正。成長予測は農

業８％，工業２％，長期的投資１％。他方で輸出・輸入はそ

れぞれ５％，６％減少の見込み。インフレ予想は６．８％。 

▼２９日，農業省は，国内の果物輸出業者に対する補

填金支払いを完了。 

・２０１４年のモルドバ・ＥＵ連合協定署名の結果，ロシアがモ

ルドバ産果物の輸入禁止措置を取ったことを受けてのもの。

補填金総額は４３百万レイ。 

経済協力 

▼世銀ＩＤＡ，ＩＢＲＤによる税務行政近代化支援。 

・１７日，政府は両機関とのローン借入（１，２３８万ドル）を承

認。プロジェクト完了予定は２０２１年末。 

４．トランスニストリア 

▼１２日，通貨危機に関する議会特別会合開催。 

・レアンカ「中銀」副総裁は，ルーブル公定レートは１ドル１１

～１１．３ルーブルを維持しているが，市場の商業機関・銀

行が１４～１４．５ルーブルのレートを設定している旨指摘。 

・議会は「中銀」に対して通貨安定化を求める決議を採択。 

▼２０１６年上半期「ト」産業統計。（１６日） 

・工業生産は対前年同期比２．５％増。産業別構成は，電力

３８．３％，金属２５．１％，軽工業１２．９％，食品１１．２％等。 

・貿易は，輸入３１．４％減，輸出１２．１％減，トータル２５％

減。輸入の半分強を占める燃料輸入（３８．４％減）が影響。 

▼１６～１７日，ロシア軍との第２回合同演習。 

・７～８月の演習に続き，テロ対策の一環として市民の避難

やロシア軍病院（ティラスポリ）の訓練を実施。１７日，モルド

バ外務省は遺憾の意を表明，モルドバ国防省はロシア大使

館武官を招致して抗議。２４日，再び合同演習を実施，２５日，

ガルブル外相はロシア大使に抗議。 

▼１７日，ロシアによる灌漑リハビリ支援プロジェクト

の開始。 

・総額６２．６百万ドル。域内の食料安全保障と対ロシア農業

輸出拡大を目的とする。 

▼２９日，シェフチュク「大統領」は，１２月１１日の「大

統領」選挙への出馬を表明。 

５．その他の情勢 

ガガウズ自治区 

▼１６日，「ガガウズ共和国」独立２６周年祝賀行事。 

・モルドバ駐在の米・ロシア両国大使及びトルコ大使館関係

者らが出席。 

・ブラフ・モルドバ自治区長官は，１９９０年にガガウズ市民

は民族自治を宣言したものの，ガガウズの将来の繁栄は主

権的独立国家であるモルドバの中にある旨述べた。 

（当館注：ガガウズ共和国は１９９０年８月１９日に独立を宣言

したが，国家承認は得られず。その後１９９４年，モルドバ議

会はガガウズの特別な法的地位に関する法を採択した。） 

６．各種統計 

▼ルーマニア統合にかかる世論調査結果。（１１日） 

・本年６月に Magenta Consulting 社が実施。 

・ルーマニアとの統合賛成２８％（絶対賛成１３％，どちらか

といえば賛成１５％）。統合反対６７％（絶対反対４７％，どち

らかといえば反対２０％）。 

▼本年上半期輸出額の減少。（１５日，国家統計局） 

・対前年同期比８．８％減。他国産品の再輸出が前年水準を

維持した中，野菜果物（３７．４％減），油脂類（４８．７％減），

医薬品（５４％減）等，自国産品の輸出が振るわず。輸入も５．

９％減。 

▼モルドバ有権者数。（２２日報道） 

・３２３．７万名が有権者リストに登録済み。他方で各地区選

管に割り振られているのは約２８５万人のみであり，中央選

管はその理由として，非住居の市民及びトランスニストリア在

住市民を挙げている。 

▼世論調査結果。（２５日発表） 

・モルドバ・マーケティング調査研究所によるもの。 

・大統領支持率は，ドドン社会党党首（１４．６％），サンドゥ

「行動と連帯」党首（８．６），ナスタッセ「尊厳と真実」党首（５．

６），ヴォローニン共産党党首（５．３），ルプ民主党党首（４．

５），フィリプ首相（３．１），レアンカ欧州人民党党首（３．０）。 

・首相支持率は，フィリプ現首相（１４．７％），サンドゥ党首（１

４．４），ドドン党首（９．５），ウサトゥイ「我らの党」党首（８．１），

ナスタッセ党首（５．１），ヴォローニン党首（４．５）。 

▼在外モルドバ人の数。（２６日，モルドバ外務省） 

・約８０．６万人（モルドバ旅券で滞在登録している人のみ）。

最大がロシア（４７．８万人），次いでイタリア（１４．２万人），

米国（４．８万人）。 

７．対日関係 

▼１７日，メタルプロダクツ社がフィリプ首相と面会。 

・同社は山形県の鉄骨メーカー。投資案件について協議。 

▼２５日，好井正信・駐モルドバ日本大使の着任。 

・モルドバに常駐する大使として初めて。 

（了） 


